
様式第２号

部 課 係

款 項 目

頁 頁

年 ～ 年

事
業
の
概
要

事
業
の
目
的

事
業
内
容

①

②

③

①

②

③

事務事業評価表
担 当 課 総務 消防防災 消防防災 事務事業№ 12168

事 務 事 業 名 防犯活動費 会計 一般会計

まちのテーマ 安心・安全なまち 2 1 6

施 策 目 標 市民生活の安全確保と危機管理態勢の強化

後期計画登載頁 84 個別計画

事 業 期 間 平成 平成 根拠法令・要綱等

地域の安全と安心を確保するため、自治会単位で組織する自主防災会等における防犯や、防犯灯設置に対する補助に
より、活動の推進を図る。

防犯灯の設置や、地区や自治会単位での防犯活動のための経費の一部補助をするとともに、小学校区毎の地域安全運
動への支援による市民が主体となる地域安全運動の推進を目的とする。

防犯のための自治会等が行なう防犯灯設置及び管理に対して補助する事業。
・防犯灯の新設及び防犯灯の器具全て取替えに要する費用：１/２以内、上限２万円
・防犯灯の電気料に要する費用（20W以下の電気料金）：６/１０以内
市民が主体となる地域安全運動の推進を図るため、各地区の防犯協会の活動に対して補助する事業。

事
業
費

年度 平成２４年度 平成２５年度 平成２６年度

総事業費（決算額） 4,074 千円 4,179 千円 4,448 千円

財
源
内
訳

国庫支出金 千円 千円

県支出金 千円 千円 千円

千円 千円

千円

千円

その他財源 千円 千円 千円

起債

一般財源 4,074 千円 4,179 千円 4,448

活
動
指
標

平成24年度 平成25年度 平成26年度 前年度（H26)

指標名 実績値 実績値 実績値 目標値 （％）

千円

達成率 次年度（H27)

目標値

防犯灯設置補助金 団体/灯数 21/41 16/48 19/98 17/50 111.8/196.0 10/90

単位

 

防犯灯維持補助金 団体/灯数 97/3,070 98/3,101 98/3,103 98/3,101 100/100 98/3,103

  

目標値

成
果
指
標

１．数値で表せる指標 平成24年度 平成25年度 平成26年度 前年度（H26）

－

達成率 次年度（H27)

指標名 単位 実績値 実績値 実績値 目標値 （％）

－

－ － －

効率性

－ －

－ －

実施主体の適正化

２．数値で表せない効果

（指標①）各自治会等の要望による防犯灯が必要な場所への設置及び維持管理により、夜間等の防犯面における犯罪
抑制効果が期待できる。

※事務事業実施における課題及び指標・目標値が設定できない理由等

評
価

項目
必要性 有効性

高い 高い 重複なし 普通

事業の必要性 市民ニーズ 上位施策への貢献度 他事業との重複 事業の効率性

適正である

点数 3 3 3 3 2 3

評価 高い

今
後
の
方
向
性

方向性 担当部課等のコメント（評価結果による改善案や今後の取り組み方法等）

やり方改善
防犯灯の維持管理費については、電気料の値上げにより各自治会の負担が増えていることから、防
犯灯の電気料に要する費用の補助率等の検討が必要である。
また、環境面に配慮した防犯灯の設置としてＬＥＤ化を進めるにあたって、ＬＥＤ防犯灯の設置費
用はこれまでの白熱灯防犯灯に比べ高価であることから、補助率等の検討が必要である。

評価点合計

17

18



様式第２号

部 課 係

款 項 目

頁 頁

年 ～ 年

事
業
の
概
要

事
業
の
目
的

事
業
内
容

①

②

③

①

②

③

今
後
の
方
向
性

方向性 担当部課等のコメント（評価結果による改善案や今後の取り組み方法等）

継続

火災、救急等の災害時において、最前線で活動する北アルプス広域消防に対する補助であることか
ら、今後も構成市町村での負担は必要である。

評価点合計

18

18

適正である

点数 3 3 3 3 3 3

評価 高い 高い 高い 重複なし 高い

事業の必要性 市民ニーズ 上位施策への貢献度 他事業との重複 事業の効率性 実施主体の適正化

２．数値で表せない効果

（指標　　）

※事務事業実施における課題及び指標・目標値が設定できない理由等

評
価

項目
必要性 有効性 効率性

－ －

－ － －

－ － －

－

達成率 次年度（H27)

指標名 単位 実績値 実績値 実績値 目標値 （％） 目標値

成
果
指
標

１．数値で表せる指標 平成24年度 平成25年度 平成26年度 前年度（H26）

－ －

－ －

－ －

単位

－

－

－

目標値 （％）

千円

達成率 次年度（H27)

目標値活
動
指
標

平成24年度 平成25年度 平成26年度 前年度（H26)

指標名 実績値 実績値 実績値

一般財源 325,593 千円 330,626 千円 361,083

千円

その他財源 1,931 千円 5,030 千円 8,866 千円

起債 千円 千円

千円 千円

県支出金 千円 千円 千円

千円 335,656 千円 369,949 千円

財
源
内
訳

国庫支出金 千円

大北５市町村による北アルプス広域消防の活動に対する資機材の更新及び人件費等の補助。

北アルプス広域消防の組織の充実及び強化を目的とする。

北アルプス広域消防の組織の充実、連携強化のため、人件費及び資機材更新等に伴う必要経費について、構成市町村
による負担割合により負担する経費。

事
業
費

年度 平成２４年度 平成２５年度 平成２６年度

総事業費（決算額） 327,524

事 業 期 間 平成 平成 根拠法令・要綱等 消防法、消防組織法

施 策 目 標 市民生活の安全確保と危機管理態勢の強化

後期計画登載頁 83 個別計画 北アルプス広域連合広域計画

事 務 事 業 名 北アルプス広域連合負担金 会計 一般会計

まちのテーマ 安心・安全なまち 9 1 1

事務事業評価表
担 当 課 総務 消防防災 消防防災 事務事業№ 19111



様式第２号

部 課 係

款 項 目

頁 頁

年 ～ 年

事
業
の
概
要

事
業
の
目
的

事
業
内
容

①

②

③

①

②

③

今
後
の
方
向
性

方向性 担当部課等のコメント（評価結果による改善案や今後の取り組み方法等）

拡大
火災、水防（水防団員）、行方不明者捜索等の消防団員の出動要請は多くなっているが、消防団員
の高齢化及び減少については歯止めがかからない状況である。消防団としても改善策を検討し改善
を行っているが、消防団の構成及び出動体制の見直し、機能別消防団員制度を含め、今後の活動が
より効率的、効果的に行えるよう改善する必要がある。

評価点合計

18

18

適正である

点数 3 3 3 3 3 3

評価 高い 高い 高い 重複なし 高い

事業の必要性 市民ニーズ 上位施策への貢献度 他事業との重複 事業の効率性 実施主体の適正化

２．数値で表せない効果

（指標①）火災、警戒、行方不明者の捜索等災害時等における消防団員の活動により被害の減少及び行方不明者の早
期発見に貢献している。

※事務事業実施における課題及び指標・目標値が設定できない理由等

評
価

項目
必要性 有効性 効率性

－ －

－ － －

－ － －

－

達成率 次年度（H27)

指標名 単位 実績値 実績値 実績値 目標値 （％） 目標値

成
果
指
標

１．数値で表せる指標 平成24年度 平成25年度 平成26年度 前年度（H26）

－

－ －

143.3/117.9 90/7,000

単位

－

消防団員出動回数 回/人 96/10,082 116/7,559 129/8,256 90/7,000

目標値 （％）

千円

達成率 次年度（H27)

目標値活
動
指
標

平成24年度 平成25年度 平成26年度 前年度（H26)

指標名 実績値 実績値 実績値

一般財源 27,966 千円 28,654 千円 29,679

千円

その他財源 千円 千円 千円

起債 千円 千円

千円 千円

県支出金 千円 千円 千円

千円 28,654 千円 29,679 千円

財
源
内
訳

国庫支出金 千円

消防団員の活動に対する出動報酬等の消防団の活動経費。

消防団員の適正確保を図り、市民と共に地域防災力を高めるとともに、団員の日頃からの訓練を通じ、火災等の災害
時等における迅速かつ適切な対応が可能となることを目的とする。

火災・水害等の災害発生時や、近年、増加している行方不明者の捜索等の出動により、出動する消防団員に対する経
費。

事
業
費

年度 平成２４年度 平成２５年度 平成２６年度

総事業費（決算額） 27,966

事 業 期 間 平成 平成 根拠法令・要綱等 消防組織法、大町市消防団条例・規則

施 策 目 標 市民生活の安全確保と危機管理態勢の強化

後期計画登載頁 83 個別計画

事 務 事 業 名 消防団人件費 会計 一般会計

まちのテーマ 安心・安全なまち 9 1 2

事務事業評価表
担 当 課 総務 消防防災 消防防災 事務事業№ 19121



様式第２号

部 課 係

款 項 目

頁 頁

年 ～ 年

事
業
の
概
要

事
業
の
目
的

事
業
内
容

①

②

③

①

②

③

今
後
の
方
向
性

方向性 担当部課等のコメント（評価結果による改善案や今後の取り組み方法等）

拡大
火災、水防、行方不明者捜索等の消防団員の出動要請は多くなっているが、消防団員の高齢化及び
減少については歯止めがかからない状況である。消防団としても改善策を検討し改善を行って行っ
ているが、消防団の構成及び出動体制の見直し、機能別消防団員制度を含め、今後の活動がより効
率的、効果的に行えるよう改善する必要がある。

評価点合計

18

18

適正である

点数 3 3 3 3 3 3

評価 高い 高い 高い 重複なし 高い

事業の必要性 市民ニーズ 上位施策への貢献度 他事業との重複 事業の効率性 実施主体の適正化

２．数値で表せない効果

（指標①）専門的な知識を学び、各団員の技術、災害対応能力の向上が図れる。

※事務事業実施における課題及び指標・目標値が設定できない理由等

評
価

項目
必要性 有効性 効率性

－ －

－ － －

－ － －

－

達成率 次年度（H27)

指標名 単位 実績値 実績値 実績値 目標値 （％） 目標値

成
果
指
標

１．数値で表せる指標 平成24年度 平成25年度 平成26年度 前年度（H26）

－ －

－ －

90.0% 20

単位

－

－

消防学校入校者 人 24 18 20 20

目標値 （％）

千円

達成率 次年度（H27)

目標値活
動
指
標

平成24年度 平成25年度 平成26年度 前年度（H26)

指標名 実績値 実績値 実績値

一般財源 24,652 千円 23,563 千円 26,666

千円

その他財源 20,277 千円 9,358 千円 16,853 千円

起債 千円 千円

千円 千円

県支出金 千円 千円 千円

千円 32,921 千円 43,519 千円

財
源
内
訳

国庫支出金 千円

消防団の活動に対する経費。

消防団員の適正確保を図り、市民と共に地域防災力を高めるとともに、団員の日頃からの訓練を通じ、火災等の災害
時等における迅速かつ適切な対応が可能となることを目的とする。

消防団員は普段は生業を持ち、火災・水害等の災害発生時や、近年、増加している行方不明者の捜索等の出動によ
り、３６５日、２４時間いつでも現場へ急行し最前線で活動する。この消防団員の災害補償、活動服、団車両の維持
管理費等の活動に対する経費。

事
業
費

年度 平成２４年度 平成２５年度 平成２６年度

総事業費（決算額） 44,929

事 業 期 間 平成 平成 根拠法令・要綱等 消防組織法、大町市消防団条例・規則

施 策 目 標 市民生活の安全確保と危機管理態勢の強化

後期計画登載頁 83 個別計画

事 務 事 業 名 消防団運営経費 会計 一般会計

まちのテーマ 安心・安全なまち 9 1 2

事務事業評価表
担 当 課 総務 消防防災 消防防災 事務事業№ 19123



様式第２号

部 課 係

款 項 目

頁 頁

年 ～ 年

事
業
の
概
要

事
業
の
目
的

事
業
内
容

①

②

③

①

②

③

今
後
の
方
向
性

方向性 担当部課等のコメント（評価結果による改善案や今後の取り組み方法等）

拡大
消防団車両、消火栓、防火水槽等を計画的に整備、更新するとともに、破損や故障に対する適正な
維持管理をすることにより、火災等の災害時に消防団員等の迅速な消火活動等が可能となることか
ら、今後についても、適切な消防施設の維持管理が必要となる。

評価点合計

18

18

適正である

点数 3 3 3 3 3 3

評価 高い 高い 高い 重複なし 高い

事業の必要性 市民ニーズ 上位施策への貢献度 他事業との重複 事業の効率性 実施主体の適正化

２．数値で表せない効果

（指標①②）必要な箇所へ消火栓を設置することにより、火災発生時等の災害時に早期の対応が可能となる。

※事務事業実施における課題及び指標・目標値が設定できない理由等

評
価

項目
必要性 有効性 効率性

－ －

－ － －

－ － －

－

達成率 次年度（H27)

指標名 単位 実績値 実績値 実績値 目標値 （％） 目標値

成
果
指
標

１．数値で表せる指標 平成24年度 平成25年度 平成26年度 前年度（H26）

100.2% 991

  

80.0% 5

単位

 

消火栓維持管理 基 987 991 993 991

消火栓新設 基 6 13 4 5

目標値 （％）

千円

達成率 次年度（H27)

目標値活
動
指
標

平成24年度 平成25年度 平成26年度 前年度（H26)

指標名 実績値 実績値 実績値

一般財源 13,737 千円 13,659 千円 13,345

千円

その他財源 78 千円 11 千円 259 千円

起債 千円 千円

千円 千円

県支出金 千円 千円 千円

千円 13,670 千円 13,604 千円

財
源
内
訳

国庫支出金 千円

消防団の活動に対する経費

消防団車両、消火栓、防火水槽等を計画的に配備、更新し、火災等災害時の素早い初期対応が可能な状況を維持する
ことを目的とする。

消防団車両（ポンプ車１１台、小型動力ポンプ付積載車２３台、小型動力ポンプ４１台、指令車１台）、消防両車庫
付詰所７箇所、消防車両車庫２４箇所、小型動力ポンプ置場１５箇所、消火栓、防火貯水槽等消防施設について、年
次計画等に基づく更新及び新設。

事
業
費

年度 平成２４年度 平成２５年度 平成２６年度

総事業費（決算額） 13,815

事 業 期 間 平成 平成 根拠法令・要綱等

施 策 目 標 市民生活の安全確保と危機管理態勢の強化

後期計画登載頁 83 個別計画

事 務 事 業 名 消防施設維持管理事業 会計 一般会計

まちのテーマ 安心・安全なまち 9 1 3

事務事業評価表
担 当 課 総務 消防防災 消防防災 事務事業№ 19131



様式第２号

部 課 係

款 項 目

頁 頁

年 ～ 年

事
業
の
概
要

事
業
の
目
的

事
業
内
容

①

②

③

①

②

③

今
後
の
方
向
性

方向性 担当部課等のコメント（評価結果による改善案や今後の取り組み方法等）

拡大
消防団車両、消火栓、防火水槽等について、経年劣化等による故障や破損により使用が困難となる
前に、計画的な更新を行うことが必要となる。
今後についても、火災等の災害時に消防団員等の迅速な消火活動等が可能となるよう、計画的な整
備、更新が必要となる。

評価点合計

18

18

適正である

点数 3 3 3 3 3 3

評価 高い 高い 高い 重複なし 高い

事業の必要性 市民ニーズ 上位施策への貢献度 他事業との重複 事業の効率性 実施主体の適正化

２．数値で表せない効果

（指標①）消防団車両の計画的な更新により、火災等の災害時に迅速な消火活動等が可能となる。

※事務事業実施における課題及び指標・目標値が設定できない理由等

評
価

項目
必要性 有効性 効率性

－ －

－ － －

－ － －

－

達成率 次年度（H27)

指標名 単位 実績値 実績値 実績値 目標値 （％） 目標値

成
果
指
標

１．数値で表せる指標 平成24年度 平成25年度 平成26年度 前年度（H26）

－ －

－ －

100.0% 1

単位

－

－

消防団車両更新 台 1 1 1 1

目標値 （％）

千円

達成率 次年度（H27)

目標値活
動
指
標

平成24年度 平成25年度 平成26年度 前年度（H26)

指標名 実績値 実績値 実績値

一般財源 10,146 千円 19,972 千円 40,182

千円

その他財源 千円 千円 千円

起債 千円 千円 26,400

千円 千円

県支出金 千円 千円 千円

千円 19,972 千円 66,582 千円

財
源
内
訳

国庫支出金 千円

消防団の活動に対する経費

消防団車両、消火栓、防火水槽等を計画的に配備、更新し、火災等災害時には、素早い初期対応が可能な状況を維持
することにより地域防災の向上を目的とする。

消防団車両（ポンプ車１１台、小型動力ポンプ付積載車２２台、小型動力ポンプ４１台、指令車１台）、消防車両車
庫付詰所７箇所、消防車両車庫２４箇所、小型動力ポンプ置場１５箇所、消火栓、防火貯水槽等消防施設について、
年次計画等に基づく更新及び新設。
なお、平成２６年度においては、消防デジタル無線装置を購入した。

事
業
費

年度 平成２４年度 平成２５年度 平成２６年度

総事業費（決算額） 10,146

事 業 期 間 平成 平成 根拠法令・要綱等

施 策 目 標 市民生活の安全確保と危機管理態勢の強化

後期計画登載頁 83 個別計画

事 務 事 業 名 消防施設整備事業 会計 一般会計

まちのテーマ 安心・安全なまち 9 1 3

事務事業評価表
担 当 課 総務 消防防災 消防防災 事務事業№ 19132



様式第２号

部 課 係

款 項 目

頁 頁

年 ～ 年

事
業
の
概
要

事
業
の
目
的

事
業
内
容

①

②

③

①

②

③

今
後
の
方
向
性

方向性 担当部課等のコメント（評価結果による改善案や今後の取り組み方法等）

拡大

近年のゲリラ豪雨等により、短時間に河川水路等の氾濫の恐れがあることから、今後においても水
防団による警戒、活動が必要である。

評価点合計

16

18

適正である

点数 3 3 3 1 3 3

評価 高い 高い 高い 重複あり 高い

事業の必要性 市民ニーズ 上位施策への貢献度 他事業との重複 事業の効率性 実施主体の適正化

２．数値で表せない効果

（指標①）梅雨、台風等の大雨に水防団による警戒、活動により被害の防止等が図れる。

※事務事業実施における課題及び指標・目標値が設定できない理由等

評
価

項目
必要性 有効性 効率性

－ －

－ － －

－ － －

－

達成率 次年度（H27)

指標名 単位 実績値 実績値 実績値 目標値 （％） 目標値

成
果
指
標

１．数値で表せる指標 平成24年度 平成25年度 平成26年度 前年度（H26）

－ －

－ －

6.7% 300

単位

－

－

警戒等出動人員 人 244 202 20 300

目標値 （％）

千円

達成率 次年度（H27)

目標値活
動
指
標

平成24年度 平成25年度 平成26年度 前年度（H26)

指標名 実績値 実績値 実績値

一般財源 668 千円 1,959 千円 663

千円

その他財源 千円 千円 千円

起債 千円 千円

千円 千円

県支出金 千円 千円 千円

千円 1,959 千円 663 千円

財
源
内
訳

国庫支出金 千円

大雨時等の河川の氾濫の恐れがる場合における水防団（消防団員）の活動に対する経費

梅雨前線、台風等により河川の氾濫の恐れがある場合に、水防団の警戒等の出動により被害の防止を図ることを目的
とする。

梅雨前線、台風等により河川の氾濫の恐れがある場合に巡回、計画するとともに、被害発生時には土のう積等を実施
し、被害の拡大防止を図る。

事
業
費

年度 平成２４年度 平成２５年度 平成２６年度

総事業費（決算額） 668

事 業 期 間 平成 平成 根拠法令・要綱等

施 策 目 標 市民生活の安全確保と危機管理態勢の強化

後期計画登載頁 83 個別計画

事 務 事 業 名 水防事業 会計 一般会計

まちのテーマ 安心・安全なまち 9 1 4

事務事業評価表
担 当 課 総務 消防防災 消防防災 事務事業№ 19141



様式第２号

部 課 係

款 項 目

頁 頁

年 ～ 年

事
業
の
概
要

事
業
の
目
的

事
業
内
容

①

②

③

①

②

③

今
後
の
方
向
性

方向性 担当部課等のコメント（評価結果による改善案や今後の取り組み方法等）

拡大
いつ発生するか予測のつかない災害に備え、情報伝達、資機材を確保することにより、災害発生時
に迅速かつ適正な対応が可能となることから、今後においても各地区自主防災会が実施する防災資
機材への一部補助、同報系防災行政無線の保守管理等の災害に対する備えについては必要となり、
拡充する必要がある。

評価点合計

18

18

適正である

点数 3 3 3 3 3 3

評価 高い 高い 高い 重複なし 高い

事業の必要性 市民ニーズ 上位施策への貢献度 他事業との重複 事業の効率性 実施主体の適正化

２．数値で表せない効果

（指標①②③）災害時に自治会等で必要となる資機材等の備蓄が行われることにより、防災域の意識の向上ととも
に、災害時おける初期活動が適切に行われることになる。

※事務事業実施における課題及び指標・目標値が設定できない理由等

評
価

項目
必要性 有効性 効率性

－ －

－ － －

－ － －

－

達成率 次年度（H27)

指標名 単位 実績値 実績値 実績値 目標値 （％） 目標値

成
果
指
標

１．数値で表せる指標 平成24年度 平成25年度 平成26年度 前年度（H26）

80.0% 30

戸別受信機購入補助 人 11 4 14 15 93.3%

100.0% 4

単位

15

自主防災組織防災資機材補助 団体 30 27 24 30

衛星携帯電話配備 台 4 4 4 4

目標値 （％）

千円

達成率 次年度（H27)

目標値活
動
指
標

平成24年度 平成25年度 平成26年度 前年度（H26)

指標名 実績値 実績値 実績値

一般財源 5,207 千円 2,904 千円 22,694

千円

その他財源 10 千円 275 千円 837 千円

起債 千円 千円

千円 千円

県支出金 千円 千円 千円

千円 3,179 千円 23,531 千円

財
源
内
訳

国庫支出金 千円

地域の安全を確保するため、地域防災計画等の策定、衛星回線通信の確保や災害支援対応車両等の整備を行い、災害
発生時においては迅速かつ適切な活動が可能となるよう資機材等の整備を実施する。

地域のことは地域で守ることを基本に、自治会等での資機材購入等について補助を実施し、地域防災組織の強化を図
ることを目的とする。

市内９８の自主防災会が実施する防災資機材購入に対する補助、また、個人で購入する防災行政無線の戸別受信機の
購入に対する補助など災害時に必要となる資機材の充足を支援する事業であるとともに、災害発生時に地域で主体と
なり活動する自主防災会の活動支援など、いつ発生するかわからない大規模災害への備えを普及啓発する。

事
業
費

年度 平成２４年度 平成２５年度 平成２６年度

総事業費（決算額） 5,217

事 業 期 間 平成 平成 根拠法令・要綱等

施 策 目 標 市民生活の安全確保と危機管理態勢の強化

後期計画登載頁 82 個別計画

事 務 事 業 名 防災対策一般経費 会計 一般会計

まちのテーマ 安心・安全なまち 9 1 5

事務事業評価表
担 当 課 総務 消防防災 消防防災 事務事業№ 19152



様式第２号

部 課 係

款 項 目

頁 頁

年 ～ 年

事
業
の
概
要

事
業
の
目
的

事
業
内
容

①

②

③

①

②

③

今
後
の
方
向
性

方向性 担当部課等のコメント（評価結果による改善案や今後の取り組み方法等）

拡大

糸魚川-静岡構造線上に位置しており震災等被害の発生の恐れが高いことから、市民全員がいつ災
害が発生しても、冷静に適切な対応ができるように訓練内容の見直しを含め、より実践的な訓練と
なるよう検討し、訓練内容等について充実する必要がある。

評価点合計

17

18

適正である

点数 3 2 3 3 3 3

評価 高い 普通 高い 重複なし 高い

事業の必要性 市民ニーズ 上位施策への貢献度 他事業との重複 事業の効率性 実施主体の適正化

２．数値で表せない効果

（指標①）防災訓練により、防災意識の向上が図れる。

※事務事業実施における課題及び指標・目標値が設定できない理由等

評
価

項目
必要性 有効性 効率性

－ －

－ － － －

－ － －

－ －

達成率 次年度（H27)

指標名 単位 実績値 実績値 実績値 目標値 （％） 目標値

成
果
指
標

１．数値で表せる指標 平成24年度 平成25年度 平成26年度 前年度（H26）

－

－ －

－ －

0% 1

単位

－

－

地震総合防災訓練 回 1 1 0 1

目標値 （％）

千円

達成率 次年度（H27)

目標値活
動
指
標

平成24年度 平成25年度 平成26年度 前年度（H26)

指標名 実績値 実績値 実績値

一般財源 94 千円 116 千円 1,044

千円

その他財源 千円 千円 千円

起債 千円 千円

千円 千円

県支出金 千円 千円 千円

千円 116 千円 1,044 千円

財
源
内
訳

国庫支出金 千円

災害の発生に備えた防災訓練の実施。

災害時に素早く、適切な行動が可能となるような訓練を実施し、災害時における市民の安全確保を図ることを目的と
する。

大町、平、常盤、社地区について、毎年、順番に訓練を実施。八坂、美麻地区については土砂法の規定に基づく避難
訓練を隔年で実施。
平成２６年度は、県総合防災訓練を大町市運動公園を主会場に開催予定であったが、御嶽山噴火の影響で中止となっ
たが、シェイクアウト訓練や事前に職員には通告せずに行った職員参集訓練を開催した。

事
業
費

年度 平成２４年度 平成２５年度 平成２６年度

総事業費（決算額） 94

事 業 期 間 平成 平成 根拠法令・要綱等

施 策 目 標 市民生活の安全確保と危機管理態勢の強化

後期計画登載頁 82 個別計画

事 務 事 業 名 防災訓練費 会計 一般会計

まちのテーマ 安心・安全なまち 9 1 5

事務事業評価表
担 当 課 総務 消防防災 消防防災 事務事業№ 19153



様式第２号

部 課 係

款 項 目

頁 頁

年 ～ 年

事
業
の
概
要

事
業
の
目
的

事
業
内
容

①

②

③

①

②

③

今
後
の
方
向
性

方向性 担当部課等のコメント（評価結果による改善案や今後の取り組み方法等）

継続

いつ発生するか予測のつかない災害に備え、情報伝達、備蓄物資・資機材を確保することにより、
災害発生時に迅速かつ適正な対応が可能となることから、今後においても物資、資機材等の拡充が
必要になる。

評価点合計

18

18

適正である

点数 3 3 3 3 3 3

評価 高い 高い 高い 重複なし 高い

事業の必要性 市民ニーズ 上位施策への貢献度 他事業との重複 事業の効率性 実施主体の適正化

２．数値で表せない効果

（指標①②）災害発生時に素早く市民への情報提供が可能となるとともに、被災による避難が必要になった場合にお
ける食料、生活必需品について初期段階の対応が可能となる。

※事務事業実施における課題及び指標・目標値が設定できない理由等

評
価

項目
必要性 有効性 効率性

－ ―

－ － ―

－ － ―

－

達成率 次年度（H27)

指標名 単位 実績値 実績値 実績値 目標値 （％） 目標値

成
果
指
標

１．数値で表せる指標 平成24年度 平成25年度 平成26年度 前年度（H26）

100.0% 1

防災対応用車両購入 台 2 0 0 － －

100.0% 1

単位

－

防災備蓄物資入替え 式 1 1 1 1

同報系防災無線保守管理 式 1 1 1 1

目標値 （％）

千円

達成率 次年度（H27)

目標値活
動
指
標

平成24年度 平成25年度 平成26年度 前年度（H26)

指標名 実績値 実績値 実績値

一般財源 13,461 千円 11,476 千円 7,691

千円

その他財源 104 千円 179 千円 千円

起債 千円 千円

千円 千円

県支出金 千円 千円 千円

千円 11,655 千円 7,691 千円

財
源
内
訳

国庫支出金 千円

同報系防災行政無線の維持管理及び、防災備蓄倉庫の資機材、備蓄物資の更新、補充を行う。備蓄物資については賞
味期限切れのものについて更新する。

防災無線の整備促進、備蓄物資・資機材の充実、避難施設等公共施設の耐震化等災害発生時の強化を図ることを目的
とする。

同報系防災行政無線の整備：屋外子局１０８箇所、公共施設への戸別受信機１７２箇所、ほか個人設置の戸別受信機
設置、有線放送等への火災・捜索等についてお知らせする。
防災備蓄倉庫（市役所、美麻・八坂支所、平・常盤・社公民館、東・南・北小学校、鹿島、海ノ口公民館、ラーバン
中綱）の資機材、備蓄物資の更新、補充を行う。備蓄物資については賞味期限切れのものについて更新する。

事
業
費

年度 平成２４年度 平成２５年度 平成２６年度

総事業費（決算額） 13,565

事 業 期 間 平成 平成 根拠法令・要綱等

施 策 目 標 市民生活の安全確保と危機管理態勢の強化

後期計画登載頁 82 個別計画

事 務 事 業 名 防災施設整備事業 会計 一般会計

まちのテーマ 安心・安全なまち 9 1 5

事務事業評価表
担 当 課 総務 消防防災 消防防災 事務事業№ 19154



様式第２号

部 課 係

款 項 目

頁 頁

年 ～ 年

事
業
の
概
要

事
業
の
目
的

事
業
内
容

①

②

③

①

②

③

今
後
の
方
向
性

方向性 担当部課等のコメント（評価結果による改善案や今後の取り組み方法等）

継続

J-ALERTは、武力攻撃事態等において、武力攻撃から市民の生命、身体及び財産を保護し、市民
生活等に及ぼす影響を最小にするための設備であり、現状の機器の維持管理等は必要である。

評価点合計

16

18

適正である

点数 3 1 3 3 3 3

評価 高い 低い 高い 重複なし 高い

事業の必要性 市民ニーズ 上位施策への貢献度 他事業との重複 事業の効率性 実施主体の適正化

２．数値で表せない効果

（指標　　）

※事務事業実施における課題及び指標・目標値が設定できない理由等

評
価

項目
必要性 有効性 効率性

－ －

　 － － －

－ － －

　 －

達成率 次年度（H27)

指標名 単位 実績値 実績値 実績値 目標値 （％） 目標値

成
果
指
標

１．数値で表せる指標 平成24年度 平成25年度 平成26年度 前年度（H26）

　

－ －

　 － －

－ －

単位

－

　 －

　 －

目標値 （％）

千円

達成率 次年度（H27)

目標値活
動
指
標

平成24年度 平成25年度 平成26年度 前年度（H26)

指標名 実績値 実績値 実績値

一般財源 3 千円 24 千円 29

千円

その他財源 千円 千円 千円

起債 千円 千円

千円 千円

県支出金 千円 千円 千円

千円 24 千円 29 千円

財
源
内
訳

国庫支出金 千円

「武力攻撃事態等における国民の保護のための措置に関する法律」に基づき、武力攻撃事態等において、武力攻撃か
ら国民の生命、身体及び財産を保護し、国民生活等に及ぼす影響を最小にするための、国・地方公共団体等の責務、
避難・救援・武力攻撃災害への対処等の措置が規定され、有事の際にはそれらに対応する。

大町市国民保護計画等に基づき、自然災害以外の危険から、市民の生命・財産を保護することを目的とする。

武力攻撃事態等において、武力攻撃から国民の生命、身体及び財産を保護し、国民生活等に及ぼす影響を最小にする
ための、国・地方公共団体等の責務、避難・救援・武力攻撃災害への対処等の措置が規定され、有事の際にはそれら
に対応する。

事
業
費

年度 平成２４年度 平成２５年度 平成２６年度

総事業費（決算額） 3

事 業 期 間 平成 平成 根拠法令・要綱等

施 策 目 標 市民生活の安全確保と危機管理態勢の強化

後期計画登載頁 82 個別計画

事 務 事 業 名 危機管理事業 会計 一般会計

まちのテーマ 安心・安全なまち 9 1 5

事務事業評価表
担 当 課 総務 消防防災 消防防災 事務事業№ 19155


